
「
去
る
二
月
二
十
六
日
�
長
崎
市
筑
後
町
の
セ
ン
ト
ヒ
ル
長
崎

に
お
い
て
各
支
部
選
出
の
組
合
会
議
員
三
十
五
名
（
定
数
三
十
八

名
）
の
出
席
で
第
八
十
六
回
組
合
会
が
開
催
さ
れ
、
平
成
二
十
四

年
度
決
算
見
込
み
、
並
び
に
平
成
二
十
五
年
度
事
業
計
画
、
及
び

四
〇
億
四
四
三
万
円
の
新
年
度
予
算
が
審
議
さ
れ
、
提
案
さ
れ
た

全
議
案
が
決
定
さ
れ
ま
し
た
。」

組
合
会
の
開
会
に
当
り
、
理

事
会
を
代
表
し
て
相
川
哲
男
理

事
長
よ
り
挨
拶
が
あ
り
、
国
の

平
成
二
十
五
年
度
予
算
に
絡
む

国
保
組
合
の
補
助
金
の
状
況
と
、

補
助
金
確
保
へ
の
ハ
ガ
キ
要
請

行
動
等
へ
の
御
礼
、
さ
ら
に
特

定
健
診
、
資
格
調
査
、
療
養
付

加
金
の
見
直
し
な
ど
、
本
年
度

取
り
組
む
べ
き
事
業
や
課
題
等

に
つ
い
て
報
告
と
協
力
方
へ
の

お
願
い
が
あ
り
ま
し
た
。

議
事
は
、
昨
年
九
月
の
臨
時

組
合
会
で
選
出
さ
れ
た
中
央
支

部
の
本
多
常
秋
議
長
（
左
官
）

の
進
行
で
平
成
二
十
四
年
度
決

算
見
込
み
等
の
報
告
の
の
ち
、

二
十
四
年
度
補
正
予
算
、
平
成

二
十
五
年
度
事
業
計
画
、
並
び

に
歳
入
歳
出
予
算
な
ど
全
八
議

案
が
提
案
さ
れ
、
厳
し
い
財
政

状
況
の
中
、
療
養
付
加
金
の
見

直
し
等
を
含
む
新
年
度
予
算
が

決
定
し
ま
し
た
。

平
成
二
十
五
年
度
の
予
算
総

額
は
四
〇
億
四
四
三
万
円
で
、

収
入
面
で
は
被
保
険
者
の
減
少

に
よ
り
保
険
料
収
入
が
前
年
度

比
約
七
千
万
円
の
減
収
、
国
庫

補
助
が
約
二
千
五
百
万
円
の
減

収
と
な
っ
て
お
り
、
増
加
す
る

医
療
費
等
を
賄
う
た
め
収
入
不

足
を
繰
越
金
（
四
億
七
千
五
百

万
円
）
で
賄
う
予
算
編
成
と

な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
平
成
二
十
四
年
度
の
決

算
見
込
み
に
つ
い
て
も
、
医
療

費
の
急
増
（
前
年
度
比
七
・
三

六
％
増
）
等
で
、
前
年
度
か
ら

の
繰
越
金
八
億
三
、
四
一
九
万

円
を
除
い
た
単
年
度
収
支
は
約

二
億
六
千
万
円
程
度
の
赤
字
と

な
る
見
込
み
で
、
決
算
剰
余
金

は
約
五
億
七
千
万
円
に
止
ま
る

見
込
み
と
な
り
、
平
成
二
十
五

年
度
の
不
足
す
る
収
入
財
源
と

し
て
全
て
充
て
ら
れ
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

「
療
養
付
加
金
の
見
直
し
に
伴

う
軽
減
措
置
と
し
て
傷
病
手
当

金
の
支
給
増
額
を
決
定
」

予
算
編
成
で
重
要
な
平
成
二

十
五
年
度
医
療
費
の
伸
び
の
推

計
は
、
本
年
四
月
か
ら
の
療
養

付
加
金
制
度
の
見
直
し
を
考
慮

し
て
二
・
七
三
％
（
前
年
度

七
・
三
六
％
）
増
と
見
込
み
、

後
期
高
齢
者
支
援
金
が
一
人
当

た
り
五
万
二
、
七
一
四
円
（
前

年
度
比
三
、
一
九
二
円
増
）、

介
護
納
付
金
が
五
万
九
、
八
〇

〇
円
（
三
、
四
三
四
円
増
）
と
、

そ
れ
ぞ
れ
増
加
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
病
気
や
ケ
ガ
で
就
労

で
き
な
く
な
っ
た
と
き
、
長
建

国
保
よ
り
現
在
一
日
に
つ
き
三

千
円
（
六
十
日
を
限
度
）
支
給

し
て
い
る
傷
病
手
当
金
を
千
円

引
き
上
げ
、
四
千
円
を
支
給
す

る
こ
と
が
決
定
し
ま
し
た
。

こ
れ
は
療
養
付
加
金
の
見
直

し
（
自
己
負
担
限
度
額
を
一
万

八
千
円
超
と
す
る
。）
の
実
施

に
伴
う
負
担
軽
減
と
し
て
、
本

年
四
月
一
日
よ
り
同
時
に
実
施

さ
れ
ま
す
。

平
成
二
十
五
年
度
の
国
の
予

算
獲
得
に
向
け
て
は
、
定
率
補

助
金
の
見
直
し
が
危
惧
さ
れ
た

中
で
は
あ
り
ま
し
た
が
、
全
建

総
連
・
全
国
の
仲
間
と
共
に
、

組
合
員
・
家
族
の
皆
様
と
書
記

局
員
が
一
丸
と
な
っ
て
取
り
組

ん
だ
ハ
ガ
キ
要
請
行
動
（
夏
冬

で
三
三
、
四
六
八
通
）
や
、
建

設
国
保
の
重
要
性
と
補
助
水
準

の
維
持
を
、
各
政
党
・
地
元
国

会
議
員
へ
訴
え
要
請
行
動
を
取

り
組
ん
だ
結
果
、
概
算
要
求
額

の
満
額
確
保
に
は
届
き
ま
せ
ん

で
し
た
が
、
総
額
で
は
、
減
少

し
て
い
る
も
の
の
、
一
人
あ
た

り
の
医
療
費
は
、
前
年
度
の
補

助
水
準
に
見
合
う
予
算
額
を
確

保
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

改
め
て
、
組
合
員
・
ご
家
族

の
皆
様
に
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

新
年
度
の
国
の
予
算
は
一
月

二
十
九
日
に
決
定
し
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
総
額
は
、
九
二

兆
六
、
一
一
五

億
円
と
過
去
最

大
規
模
と
な
り
、

一
三
兆
円
を
超

え
る
二
四
年
度

補
正
予
算
等
を

加
え
る
と
、
一
〇
〇
兆
円
を
超

え
る
規
模
に
な
っ
て
お
り
、
社

会
保
障
関
係
費
は
、
全
体
で
一

〇．

四
％
増
の
二
九
兆
四
億
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
方
、
国
保
組
合
に
対
す
る

助
成
費
総
額
は
、
被
保
険
者
の

減
少
に
よ
る
医
療
費
支
出
減
や
、

特
定
被
保
険
者
・
健
保
適
用
除

外
者
の
割
合
が
増
加
し
て
い
る

こ
と
に
よ
る
補
助
金
の
減
額
等

を
見
込
み
、
前
年
度
比
八
七
億

二
千
万
円
減
の
三
、
一
三
五
億

一
千
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
厚
生
労
働
省
が
、
平

成
二
十
年
度
よ
り
、
実
施
し
て

い
る
特
定
健
診
・
特
定
保
健
指

導
に
つ
い
て
は
、
国
保
組
合
は

五
年
間
で
受
診
率
七
〇
％
、
保

健
指
導
実
施
率
四
〇
％
、
メ
タ

ボ
減
少
率
一
〇
％
を
達
成
す
る

よ
う
目
標
に
定
め
、
長
建
国
保

の
昨
年
末
の
受
診
状
況
は
速
報

値
で
二
三．
二
％
、
全
国
平
均

速
報
値
を
大
き
く
下
回
っ
て
い

る
状
況
で
す
。

特
定
健
診
や
特
定
保
健
指
導

の
重
要
性
と
健
康
増
進
を
組
合

員
・
家
族
の
皆
さ
ん
に
訴
え
、

全
体
の
運
動
と
し
て
取
り
組
ま

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

組
合
員
の
被
保
険
資
格
者
に

対
し
て
、
三
月
の
長
建
国
保
更

新
時
か
ら
、
資
格
調
査
を
順
次

取
り
組
ん
で
参
り
ま
す
。

療
養
付
加
金
・
償
還
払
い
制

度
に
つ
い
て
、

厚
生
労
働
省

は
平
成
二
十

六
年
度
以
降
、

医
療
費
自
己

負
担
を
レ
セ

プ
ト
１
件
当
た
り
、
一
七
、
五

〇
〇
円
以
上
に
引
き
上
げ
な
い

国
保
組
合
に
対
し
、
特
別
調
整

補
助
金
を
交
付
し
な
い
旨
の
通

達
を
行
っ
て
い
ま
す
。

長
建
国
保
は
、
療
養
付
加
金

制
度
を
平
成
二
五
年
四
月
か
ら
、

医
療
費
自
己
負
担
金
一
八
、
〇

〇
〇
円
で
新
た
な
療
養
付
加
金

制
度
を
ス
タ
ー
ト
さ
せ
て
頂
き

ま
す
。

建
設
国
保
を
取
り
巻
く
状
況

は
、
被
保
険
者
の
資
格
の
適
正

化
や
国
保
組
合
の
補
助
金
見
直

し
な
ど
、
年
々
、
国
保
の
事
業

運
営
も
厳
し
い
状
況
と
な
っ
て

い
ま
す
。

長
建
国
保
の
安
定
運
営
と
強

化
発
展
を
さ
せ
る
た
め
に
、
更

な
る
、
組
合
員
・
家
族
の
皆
様

の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い

申
し
上
げ
ま
す
。

平
成
二
十
五
年
度
の
予
算
編
成
に

係
わ
る
保
険
料
収
入
は
、
被
保
険
者

の
減
少
（
組
合
員
の
脱
退
等
）
に
よ

る
影
響
で
、
現
行
保
険
料
で
試
算
し

た
場
合
、
対
前
年
度
比
六
、
九
七
九

万
一
千
円
の
減
収
と
な
り
、
予
備
費

の
支
出
を
含
め
た
歳
入
不
足
は
、
四

億
七
、
五
八
六
万
六
千
円
と
な
り
ま

し
た
が
、
建
設
不
況
が
長
引
く
中
、

二
十
四
年
度
決
算
見
込
み
に
よ
る
剰

余
金
の
繰
越
で
賄
う
こ
と
と
し
、
本

年
度
の
保
険
料
は
据
え
置
く
こ
と
を

決
定
し
ま
し
た
。

し
か
し
、
毎
年
上
昇
す
る
介
護
費

用
や
高
齢
者
支
援
金
な
ど
で
収
入
入

不
足
を
補
う
剰
余
金
も
無
く
な
る
こ

と
は
明
ら
か
で
、
保
険
料
の
引
上
げ

も
必
要
と
な
り
ま
す
。
ぜ
ひ
健
康
に

留
意
し
医
療
費
の
節
約
に
ご
協
力
下

さ
い
。
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１．医療分及び後期高齢者支援金分保険料 （単位：円）

平成２５年度保険料

現行据置き

現行据置き

現行据置き

現行据置き

現行据置き

２．介護分保険料 （単位：円）

現行据置き

計

１２，８００

１６，８００

１９，８００

８，０００

１０，５００

３，４００

平成２５年度保険料

１，６００

支援金分

１，８００

２，４００

２，８００

１，０００

１，５００

５００

医療分

１１，０００

１４，４００

１７，０００

７，０００

９，０００

２，９００

区 分

４０歳～６５歳未満の者（一人につき、５人を限度）

区 分

第１種（賃金・給与で就労する組合員）

第３種（建設業等許可を有しない事業主）

第３種（建設業等許可を有する事業主）

第４種（第１種組合員で２２歳未満の者）

第５種（第１種組合員で３０歳未満の者）

家族一人につき（５人を限度）

種 別

第２号被保険者

種 別

組 合 員
基本保険料

家族保険料

２５年度も保険料据置き

療
養
付
加
金
自
己
負
担
一
八
、〇
〇
〇
円
に

傷
病
手
当
引
上
げ
で
自
己
負
担
軽
減

理
事
長

相
川

哲
男

建設不況を考慮し，保険料を据置き、
歳入不足は決算剰余金で補う

3

新議長の本多常秋さん
（中央支部）

平成２５年度賦課区分別保険料（月額）
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組合会費及び総務費 

保険給付費 
（62.2％） 

後期高齢者 
支援金 
（15.7％） 介護 

納付金 
（8.7％） 

予備費及び諸支出金 

歳
　
入 

歳
　
出 

（100％） （100％） 

国民健康保険料 
（33.6％） 

国庫支出金 
（53.3％） 

保健事業費 
繰越金（11.9％） 

共同事業交付金 
共同事業拠出金 

前期高齢者納付金 
（5.5％） 

財産及び諸収入等 

「
保
険
料
の
据
置
き
と
被
保
険
者
の
減
少
で
保

険
料
収
入
は
予
算
全
体
の
三
割
に
減
少
、
不
足

分
は
国
庫
補
助
と
繰
越
金
で
補
う
」

平
成
二
十
五
年
度
の
歳
出
予
算

は
、
被
保
険
者
の
減
少
で
前
年
度

を
大
き
く
下
回
る
と
思
わ
れ
ま
し

た
が
、
本
年
度
の
医
療
費
の
自
然

増
が
入
院
費
の
高
騰
で
七
・
三
六

％
増
と
大
き
く
引
き
上
が
っ
て
い

ま
す
。

ま
た
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
の

一
人
当
た
り
負
担
金
が
前
年
比

六
・
五
％
増
の
五
万
二
、
七
一
四

円
に
引
き
上
が
っ
た
こ
と
や
介
護

網
付
金
も
介
護
費
用
の
上
昇
で
、

一
人
当
た
り
負
担
金
が
前
年
比

六
・
一
％
増
の
五
万
九
、
八
〇
〇

円
に
引
き
上
が
っ
た
こ
と
等
で
、

予
算
総
額
は
前
年
比
〇
・
二
三
％

減
の
四
〇
億
四
四
三
万
円
に
止
ま

り
ま
し
た
。

一
方
歳
入
面
で
は
、
国
保
組
合

に
対
す
る
国
庫
補
助
金
が
減
額
さ

れ
る
中
、
従
来
水
準
で
見
込
ん
で

い
ま
す
が
、
被
保
険
者
の
減
少
で

保
険
料
収
入
が
前
年
比
六
、
九
七

九
万
一
千
円
（
四
・
九
％
）
の
減

収
と
な
り
、
歳
入
不
足
と
な
っ
た

約
四
億
七
、
五
八
六
万
六
千
円
は
、

二
十
四
年
度
の
決
算
の
剰
余
金
充

て
る
こ
と
で
歳
入
不
足
を
補
う
予

算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

平
成
２５
年
度

長
建
国
保
の

主
な
保
健
事
業

本
年
度
は
、
特
定
健
診
・
保

健
指
導
の
受
診
向
上
と
、
人
間

ド
ッ
ク
健
診
や
各
種
助
成
（
補

助
）
事
業
等
の
保
健
事
業
を
実

施
い
た
し
ま
す
。

特
定
健
診
・
保
健
指
導

の
実
施

特
定
健
診
の
受
診
率
の
向
上

を
図
る
た
め
、
医
療
機
関
で
の

健
診
と
は
別
に
、
土
日
休
日
の

巡
回
健
診
も
実
施
い
た
し
ま
す
。

人
間
ド
ッ
ク
健
診
の
実
施

四
十
歳
以
上
の
被
保
険
者
組

合
員
及
び
配
偶
者
の
方
を
対
象

に
、
一
泊
二
日
、
日
帰
り
の
人

間
ド
ッ
ク
健
診
の
費
用
の
一
部

を
助
成
し
ま
す
。

特
別
健
診
の
実
施

特
定
健
診
の
際
、
希
望
さ
れ

る
方
を
対
象
に
肺
が
ん
予
防
の

た
め
の
Ｘ
線
検
査
を
実
施
し
、

費
用
を
補
助
し
ま
す
。

イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ

予
防
接
種
費
用
の
助
成

新
型
及
び
季
節
性
イ
ン
フ
ル

エ
ン
ザ
ワ
ク
チ
ン
の
接
種
費
用

に
対
し
、
補
助
を
行
い
ま
す
。

鍼
灸
マ
ッ
サ
ー
ジ

施
術
費
の
助
成

組
合
員
が
長
建
国
保
の
指
定

施
術
院
で
鍼
・
灸
等
の
施
術
を

受
け
ら
れ
る
場
合
、
事
前
に
手

続
き
を
行
っ
た
場
合
は
、
長
建

国
保
よ
り
そ
の
費
用
の
一
部
補

助
を
行
い
ま
す
。

指
定
温
泉
施
設
入
浴
料
金

の
割
引
と
助
成

組
合
が
指
定
す
る
温
泉
施
設

の
入
浴
料
金
を
通
常
の
料
金
よ

り
安
く
利
用
で
き
る
割
引
及
び

補
助
券
の
発
行
を
行
い
ま
す
。

新
生
児
世
帯
へ
の

月
刊
誌
の
無
料
配
布

赤
ち
ゃ
ん
を
出
産
さ
れ
た
世

帯
に
対
し
、
赤
ち
ゃ
ん
の
健
や

か
な
成
長
の
た
め
の
育
児
月
間

誌
を
二
年
間
（
一
年
目
は
毎
月
、

二
年
目
は
年
四
回
）
無
償
配
布

い
た
し
ま
す
。

健
康
優
良
家
庭
の
表
彰

組
合
員
、
家
族
の
健
康
管
理

促
進
事
業
と
し
て
、
年
間
無
受

診
世
帯
を
各
支
部
大
会
で
記
念

品
を
添
え
表
彰
し
ま
す
。

そ
の
他
の
事
業

医
療
費
通
知
、
ジ
ェ
ネ
リ
ッ

ク
医
薬
品
希
望
カ
ー
ド
の
発
行
、

運
動
会
、
ソ
フ
ト
ボ
ー
ル
大
会

へ
の
助
成
、
常
備
薬
セ
ッ
ト
の

無
償
配
布
、
各
種
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
の
配
付
等
。

※
保
健
事
業
の
各
種
助
成
制
度
を

ご
利
用
の
方
は
、
所
属
の
支
部
事

務
所
へ
お
尋
ね
下
さ
い
。

※
内
容
の
詳
細
は
、
別
途
組
合
新

聞
「
建
設
長
崎
」
で
お
知
ら
せ
い

た
し
ま
す
。

本
年
四
月
診
療
分
よ
り

療
養
付
加
金
と
傷
病
手
当
金
の

支
給
額
変
わ
り
ま
す

組
合
機
関
紙
「
建
設
長
崎
」
で
お
知
ら

せ
し
て
い
ま
し
た
通
り
、
厚
生
労
働
省
は

国
保
組
合
の
補
助
金
交
付
に
つ
い
て
「
医

療
費
の
自
己
負
担
額
を
レ
セ
プ
ト
一
件
当

り
一
七
、
五
〇
〇
円
以
上
と
し
な
い
国
保

組
合
に
は
、
組
合
特
別
調
整
補
助
金
を
交

付
し
な
い
。」
と
通
達
し
て
き
ま
し
た
。

補
助
金
の
打
ち
切
り
は
、
国
保
事
業
の

運
営
に
重
大
な
影
響
を
与
え
、
保
険
料
の

引
上
げ
に
も
つ
な
が
る
こ
と
か
ら
、
長
建

国
保
で
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月
診
療
分

よ
り
療
養
付
加
金
の
自
己
負
担
限
度
額
を

レ
セ
プ
ト
一
件
当
り
一
八
、
〇
〇
〇
円
に

見
直
す
こ
と
を
決
定
し
、
ま
た
同
時
に
見

直
し
に
伴
う
負
担
の
軽
減
措
置
と
し
て
、

傷
病
手
当
金
の
支
給
額
を
一
日
に
つ
き
一
、

〇
〇
〇
円
引
き
上
げ
る
こ
と
と
い
た
し
ま

し
た
。

な
お
、
療
養
付
加
の
平
成
二
十
五
年
四

月
診
療
分
か
ら
の
支
給
額
（
郵
便
局
口
座

へ
の
振
込
）
は
、
三
カ
月
後
の
本
年
七
月

よ
り
実
施
と
な
り
ま
す
が
、
平
成
二
十
五

年
三
月
診
療
分
ま
で
の
病
院
か
ら
の
請
求

遅
延
分
は
、
見
直
し
前
の
支
給
額
と
な
り

ま
す
の
で
、
宜
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま

す
。

※下線 が改正部分です。

構成比
３３．６
０．０
５３．３
０．０
０．０
１．１
０．１
０．０
０．０
１１．９
０．１

１００．０

比 較
△６９，７９１

０
△２５，７５４

０
０

△６０４
０
０
０

８６，７６０
△５

△９，３９４

前年度予算額
１，４１６，４５９

１
２，１５８，８３９

１
１

４４，８３２
２６７
１
２

３８９，１０６
４，３１５

４，０１３，８２４

本年度予算額
１，３４６，６６８

１
２，１３３，０８５

１
１

４４，２２８
２６７
１
２

４７５，８６６
４，３１０

４，００４，４３０

科 目
１．国民健康保険料
２．手数料
３．国庫支出金
４．前期高齢者交付金
５．県支出金
６．共同事業交付金
７．財産収入
８．寄附金
９．繰入金
１０．繰越金
１１．諸収入

歳 入 合 計

構成比
０．１
２．５
６２．２
１５．７
５．５
０．０
８．７
１．４
２．０
０．０
０．０
０．０
１．９
１００．０

比 較
△３６９
△２，４３０
△８，０３９
５，３７０
１０，３１４
△５
５５２
△７４３

△１３，８０３
０
０
０

△２４１
△９，３９４

前年度予算額
４，５８２
１０１，８８５
２，５００，３５２
６２４，３５８
２０９，２６８

３５
３４７，０１９
５６，０９３
９３，５１７

２
１００
１，６０２
７５，０１１

４，０１３，８２４

本年度予算額
４，２１３
９９，４５５

２，４９２，３１３
６２９，７２８
２１９，５８２

３０
３４７，５７１
５５，３５０
７９，７１４

２
１００
１，６０２
７４，７７０

４，００４，４３０

科 目
１．組合会費
２．総務費
３．保険給付費
４．後期高齢者支援金
５．前期高齢者納付金
６．老人保健拠出金
７．介護納付金
８．共同事業拠出金
９．保健事業費
１０．積立金
１１．公債費
１２．諸支出金
１３．予備費
歳 出 合 計

平平平平平平平平平平平平
成成成成成成成成成成成成
２２２２２２２２２２２２５５５５５５５５５５５５
年年年年年年年年年年年年
度度度度度度度度度度度度
長長長長長長長長長長長長
建建建建建建建建建建建建
国国国国国国国国国国国国
保保保保保保保保保保保保
歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳
入入入入入入入入入入入入
・・・・・・・・・・・・
歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳歳
出出出出出出出出出出出出
予予予予予予予予予予予予
算算算算算算算算算算算算

予
算
総
額
四
〇
億
四
四
三
万
円

▼療養付加金の支給額
現 行（平成２５年３月３１日診療分まで）

同一診療月内において、病院や診療所等ごとに請求されるレセプト（ 診療明細
請求書 ）１枚を１単位として各診療月に支払った一部負担金の額から入院の場
合３，０００円 、外来の場合２，４００円 、調剤の場合６００円を控除した額を支給する

改 正（平成２５年４月１日診療分より）
同一診療月内において、病院や診療所等ごとに請求されるレセプト（診療
明細請求書）１枚を１単位として各診療月に支払った一部負担金の額から
１８，０００円を控除した額を支給する。

▼傷病手当金の支給額
現 行（平成２５年３月３１日診療分まで）

療養のため労務に服することができなくなった日から起算して、第４日目
から１日につき３，０００円を支給する。（最高６０日）

改正後（平成２５年４月１日診療分より）
療養のため労務に服することができなくなった日から起算して、第４日目
から１日につき４，０００円を支給する。（最高６０日）

（単位：千円）■歳出

グラフで見る歳入・歳出規模

（単位：千円）■歳入

（１９７４年５月３０日 第３種郵便物認可） 号 外 ２�建 設 長 崎毎月１回１５日発行 ２０１３年（平成２５年）３月１５日発行



未提出者は
資格喪失

＝ 組合員就労状況調査 ＝
昨年より厚生労働省の指導に基づき組合員就労状況

調査を実施し、調査対象組合員（平成２４年３月１日現

在の加入者）の皆様には「建設業に従事していること

を証明する書類」の提出をお願いしているところです。

まだ提出されていない組合員の方は、早急に所属支部

へ必ず提出して下さい。

尚、提出されない場合は組合加入の無資格者として

被保険者証を返還の上、資格喪失となります。証明書

類等、ご不明な点は所属支部までお問い合わせ下さい。

◎ 証明書類に記載されている屋号・商号等（カタカナ・アルファ
ベットなど）が建設業と判断できない場合は、建設業と判断で
きる他の証明書類を提出いただきます。

◎ 免許、資格証や修了証等で期間更新制ではないものは証明書類
に該当しません。

◎ 所得税確定申告書並びに源泉徴収票は、平成２３年分または２４年
分のいずれかをお願いします。

◎ 証明書類をお持ちでない方は、所属支部にご相談下さい。

療養付加金と傷病手当金の支給額見直しで支給額が変わります
例

【建設業に従事していることを証明する書類例】

○ 建設業許可業者の通知書（許可の有効期間、建設業の種類等の記載があるもの）

○ 会社の登記簿謄本、又は登記簿の履歴事項全部証明書

（建築や土木工事業などの記載があり、直近１年以内に発行されたもの）

○ 所得税確定申告書Ｂの第１表並びに第２表

（電子申告受付日、税理士署名押印、税務署受付印等のいずれかの表示があるもの

で、職業欄に建設業種、屋号欄に「○○建設」などの建設業であることがわかる屋

号が記載されているもの）

○ 電気工事等の業者登録証

（建築士事務所、解体工事、水道工事等の業者登録証で有効期限の範囲内のもの）

○ 得意先からの発注書、又は工事請負契約書

（直近１年以内のもので、工事名称など建設業である内容が記載されているもの）

○ 請求書と領収書 ※見積書は不可。

（直近１年以内のもので、工事名称など建設業である内容が記載されているもの）

○ 労働保険加入証明書（建設業である職種、加入期間の記載があるもの）

○ 健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書

（事業所名称に「○○建設」など建設業であることがわかる屋号が記載されているもの）

○ 健康保険適用除外承認証

（事業所名称に「○○建設」など建設業であることがわかる屋号が記載されているもの）

○ 健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書（事業主欄と同様）

○ 健康保険適用除外承認証（事業主欄と同様）

○ 所得税確定申告書Ｂの第１表並びに第２表（事業主欄と同様）

○ 所得税確定申告書Ａの第２表

（電子申告受付日、税理士署名押印、税務署受付印等のいずれかの表示があるもの

で、「給与の支払者の氏名・名称欄」に「○○建設」などの建設業者であることが

わかる屋号が記載されているもの）

○ 源泉徴収票

（「給与の支払者欄」に「○○建設」など建設業者であることがわかる屋号が記載さ

れているもの）

○ 所得税確定申告書Ｂの第１表並びに第２表（事業主欄と同様）

○ 所得税確定申告書Ａの第２表（法人役員欄と同様）

○ 源泉徴収票（法人役員欄と同様）

○ 一人親方労災保険加入証明書

（建設業である職種、加入期間の記載があるもの）

○ 所得税確定申告書Ａの第２表（法人役員欄と同様）

○ 源泉徴収票（法人役員欄と同様）

就労形態

事業主

法人
役員

（事業主以外）

一人
親方

従業員
（職人）

建設従事者である証明書類

建設長崎組合加入職種一覧表

タイル工
看板工
内装工
電気工

コンクリート圧送工
鉄骨工
断熱工
穿孔工
防蟻工
築炉工
建設事務

左官
塗装工
表具工
屋根葺工
解体工
鉄筋工
ダクト工
フェンス工
木工機械工
ボーリング工
設計士
設備工

型枠大工
板金工
木工
サッシ工
土木工
石工
洗管工
軽天工
製材工
潜水工

建設機械運転士
測量士

建築大工
ブロック工
建具工
畳工
鳶工

建設作業員
配管工
外装工
造園工
防水工
清掃工
住宅機器

同一月内に同一のＡ病院に１４日間入院し、５日間外来通院、薬局で３回の調剤を受けたと
きの窓口負担（３割）が、入院分７５，０００円、外来分３，０００円、調剤分１，８００円で、労務不能
であった期間が３０日間であった場合。

下記のいずれかの証明書類の写しを提出して下さい。

毎月１回１５日発行 ２０１３年（平成２５年）３月１５日発行建 設 長 崎号 外 （１９７４年５月３０日 第３種郵便物認可）３�
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法
人
事
業
主
は

健
康
保
険
適
用
除
外
の
承
認
が
必
要

健
康
保
険
法
に
よ
り
法
人
事

業
所
（
従
業
員
五
人
以
上
を
有

す
る
個
人
事
業
所
含
む
。
以
下

「
法
人
事
業
所
等
」と
い
う
。）

に
つ
い
て
は
、
社
会
保
険
（
健

康
保
険
と
厚
生
年
金
加
入
、
各

保
険
料
負
担
は
事
業
主
と
従
業

員
と
の
折
半
）
の
強
制
適
用
事

業
所
と
な
り
、
そ
の
事
業
主
に

は
年
金
事
務
所
へ
の
届
出
（
加

入
）
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま

す
。但

し
、
次
の
よ
う
な
場
合
に

は
、
法
人
事
業
所
等
の
事
業
主

は
、
健
康
保
険
適
用
除
外
承
認

申
請
書
（
別
表
）
を
事
実
発
生

か
ら
五
日
以
内
に
所
轄
の
年
金

事
務
所
に
提
出
し
、
同
所
の
承

認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。
年
金
事
務
所
の
承
認
を
受

け
る
こ
と
で
、
年
金
は
厚
生
年

金
が
適
用
さ
れ
ま
す
が
、
健
康

保
険
の
適
用
は
除
外
さ
れ
長
建

国
保
に
加
入
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。

●
長
建
国
保
の
組
合
員

が
法
人
事
業
所
等
の

事
業
主
と
し
て
事
業

を
営
む
場
合
。

●
健
康
保
険
適
用
除
外

の
承
認
を
受
け
て
い

る
事
業
所
内
で
新
た

に
雇
用
し
た
従
業
員

を
長
建
国
保
の
組
合

員
と
し
て
加
入
さ
せ

よ
う
と
す
る
場
合
。

●
長
建
国
保
の
組
合
員

が
健
康
保
険
の
適
用

事
業
所
に
雇
用
さ
れ

た
場
合
。

申
請
は
事
実
発
生
か
ら

五
日
以
内

こ
の
健
康
保
険
適
用
除
外
承

認
申
請
書
は
、
事
実
発
生
（
雇

用
日
、
法
人
設
立
日
等
）
か
ら

五
日
以
内
に
年
金
事
務
所
に
提

出
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り

五
日
以
内
に
届
出
が
出
来
な

か
っ
た
場
合
は
、
そ
の
理
由
を

記
載
し
た
理
由
書
の
添
付
が
必

要
で
す
。
や
む
を
得
な
い
理
由

と
は
、
天
災
地
変
や
事
故
、
事

業
主
の
入
院
や
家
族
の
看
護
、

登
記
等
の
事
務
手
続
き
、
離
島

他
、
事
業
主
の
責
に
よ
ら
な
い

事
由
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
に
よ
り
、
法
人
設
立
後
、

一
年
間
程
度
経
過
し
て
の
申
請

に
つ
い
て
は
、
常
識
の
範
囲
外

の
遅
延
理
由
で
あ
る
と
年
金
事

務
所
が
判
断
し
承
認
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
事
例
も

生
じ
て
い
ま
す
。

未
承
認
者
は
資
格
喪
失

健
康
保
険
適
用
除
外
の
未
承

認
者
は
長
建
国
保
の
組
合
員

（
被
保
険
者
）
と
し
て
は
加
入

資
格
を
認
め
る
こ
と
が
で
き
な

い
た
め
、
資
格
喪
失
（
脱
退
）

と
な
り
ま
す
。
未
承
認
事
業
主

は
、
至
急
申
請
手
続
き
の
上
、

年
金
事
務
所
の
承
認
を
受
け
て

下
さ
い
。
詳
細
は
長
建
組
合
各

支
部
、
又
は
長
建
国
保
ま
で
ご

相
談
下
さ
い
。

私
達
の
組
合
は
、
建
設
業
に
従
事
し
て
い
る

建
設
労
働
者
職
人
の
た
め
の
組
合
で
あ
り
、
建

設
業
で
は
な
い
方
は
加
入
で
き
ま
せ
ん
。
組
合

で
は
、
加
入
資
格
の
適
正
化
対
策
と
し
て
職
種

の
点
検
・
確
認
を
日
常
的
に
実
施
し
て
い
ま
す
。

特
に
、
新
規
加
入
時
に
お
け
る
組
合
員
資
格

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
職
種
が
確
認
で
き
る
書

類
の
提
出
や
自
宅
訪
問
を
行
う
な
ど
徹
底
し
た

適
正
化
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、

加
入
後
に
転
職
し
建
設
業
と
は
異
な
る
職
種
に

就
い
た
場
合
も
そ
の
時
点
で
加
入
資
格
を
失
う

の
で
組
合
に
届
出
す
る
よ
う
周
知
に
努
め
て
い

ま
す
。

ご
承
知
の
通
り
全
国
組
織
の
建
設
系
の
組
合

に
よ
る
無
資
格
者
加
入
と
国
庫
補
助
金
の
不
正

受
給
問
題
を
受
け
て
、
会
計
検
査
院
と
国
保
組

合
を
所
管
す
る
厚
生
労
働
省
は
、
全
国
の
国
保

組
合
に
対
し
て
組
合
員
資
格
の
適
用
に
つ
い
て

規
約
に
基
づ
き
適
正
に
実
施
し
て
い
る
か
、
職

種
の
証
明
書
類
で
適
正
に
確
認
し
て
い
る
か
等
、

点
検
・
調
査
を
実
施
す
る
よ
う
強
く
指
導
し
て

い
ま
す
。

組
合
で
は
、
今
後
も
引
き
続
き
異
業
種
の
紛

れ
込
み
防
止
等
も
含
め
て
、
資
格
の
適
用
の
適

正
化
対
策
に
取
り
組
み
ま
す
が
、
組
合
員
各
位

の
理
解
と
協
力
が
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、
資
格

の
適
正
化
に
努
め
る
こ
と
も
私
達
の
命
綱
で
あ

る
長
建
国
保
の
健
全
運
営
に
も
つ
な
が
り
ま
す

の
で
仲
間
の
皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お

願
い
致
し
ま
す
。

加入資格の適正化対策

組合加入は建設業のみ
＝厚生労働省が

調査を指示＝

各種届出はお早めに ～組合員世帯に次のような理由で異動等が生じたときは
組合へ届出をお願いします。～

■資格関係

提出期限

―

その都度

１４日以内

１４日以内
直ちに
１４日以内
１４日以内
その都度
１４日以内
直ちに
その都度
その都度
その都度
その都度

その都度

５日以内

直ちに

※添付いただく書類

・住民票謄本・現在加入の被保険者証・就労（業）証明書
・組合員本人名義の郵便局の通帳
・建設業に従事している証明書類（別途お問い合わせ下さい。）
※扶養家族がある方（該当する場合のみ）
・民生委員による無職である確認（証明）書
・源泉徴収票等の収入金額がわかる書類
・高齢受給者証・在学証明書・施設在園証明書・被爆者手帳など

・被保険者証
・市町村国保の被保険者証・住民票謄本・民生委員による無職の確認書

・被保険者証
・住民票謄本・民生委員による無職の確認書・会社の退職日がわかるもの

・被保険者証・住民票謄本または母子手帳の写
・被保険者証
・被保険者証・就職先の健康保険証の写
・被保険者証・死亡診断書の写
・被保険者証（※転出の場合は住民票謄本要）
・被保険者証・住民票謄本
・破損した被保険者証 ※紛失の場合はお近くの警察署にもお届け下さい。
・被保険者証・在学証明書・就学先の住所がわかるもの
・被保険者証・出張先住所がわかるもの
・被保険者証・連絡先住所がわかるもの
・被保険者証・入所（入園）証明書

・７０歳に達する方の所得（課税）額がわかる書類
（市町村の所得（課税）証明書、又は確定申告書の写等）

健康保険適用除外承認申請書に組合員資格証明後、関係書類を添えて所轄
の年金事務所へ届出及び承認を受けて下さい。

区分変更の内容が確認できる書類

提出いただく届出書等
加入申込書
被保険者資格取得届
療養付加金用口座届兼同意書

被保険者資格取得届

被保険者資格取得届

被保険者資格取得届
被保険者資格喪失届
被保険者資格喪失届
被保険者資格喪失届
被保険者資格喪失届
氏名・住所変変更届
被保険者証再交付申請書
修学被保険者証交付申請書
特別被保険者証交付申請書
特別被保険者証交付申請書
特別被保険者証交付申請書

基準収入額適用申請書

健康保険適用除外承認申請書
（厚生年金取得届）

保険料賦課区分変更申請書

こんなとき
○長建国保に組合員として新規に加入するとき
（建設長崎に加入する際は組合費等の自動振替用
の銀行通帳及び届出印など別途必要なものがあ
ります。）

○家族が市町村国保から長建国保へ加入するとき

○家族が会社（社会保険）を退職し、長建国保へ
加入するとき

○出産したとき
○長建国保を脱退するとき
○転職等、他の健康保険に加入したとき
○被保険者が死亡したとき
○市町村国保へ移行するとき
○住所、氏名が変わったとき
○被保険者証を紛失・破損したとき
○自宅を離れ遠隔地の学校に就学するとき
○組合員が県外へ長期出張するとき
○病気療養、旅行等で長期間住所を離れるとき
○介護、福祉施設等に長期入所（入園）するとき

○７０歳に達するとき（高齢受給者証の交付申請）

○組合員が法人として事業を行うようになったと
き

○保険料の賦課区分に変更が生じたとき

◎添付書類については、異動事由等により別途他の書類をお願いする場合があります。詳しくは長建国保事務局または組合各支部までお問い合わせ下さい。

（１９７４年５月３０日 第３種郵便物認可） 号 外 ４�建 設 長 崎毎月１回１５日発行 ２０１３年（平成２５年）３月１５日発行


